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２）日本の株式・債券市場

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で大幅下落となりました。
新型コロナウイルスの世界的な感染拡大と石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロ
シアなどのＯＰＥＣ非加盟国との協調減産協議の決裂を受けた原油価格の急
落などにより、週初は前週末比で大幅下落となりました。その後は、各国の
経済政策への期待や円安進行により買いが優勢となる場面もあったものの、
米国の景気刺激策への失望と世界保健機関（WHO）によるパンデミック
（世界的な大流行）表明が投資家心理を冷やし、週末まで続落となりました。
週末の終値は、2016年11月以来3年4カ月ぶりの安値となりました。

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 ※現地通貨ベース
＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（ＮＹダウ）は前週末比で大幅下落となりました。
米景気刺激策に対する失望感やWHOのパンデミック宣言などもあり、週を
通じて下落基調となりました。週末には、トランプ米大統領が公表した景気
下支え策が好感され上昇したものの、週間では大幅下落となりました。

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

４）外国為替市場
≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で大幅上昇となりました。
新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を受け、景気対策のための国債増発
が投資家に意識され、債券需給が緩むとの見方から売りが優勢となり（利回
りは上昇）、2020年1月22日以来のプラス圏となりました。

5）今週の見通しについて

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大は続いており、終息の兆しは見ら
れていません。WHOによるパンデミック宣言などを受け先週の株式市場は
週初より下落基調となりました。週末はトランプ米大統領が公表した具体的
な景気下支え策が好感され米国株式は反発したものの、先週の株式市場は日
米両市場ともに前週末比で大幅下落となりました。
米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は15日、臨時の会合を開き、政策金利を
１%引き下げるとともに国債などの資産買い入れ方針を公表したものの、市
場では対応は不十分との声が多く聞かれます。
各国が協調して景気を下支えするための措置を取ることが公表されていま
すが、新型コロナウイルスによる世界経済への悪影響は大きいとみられてお
り、引き続き日米両市場ともに値動きの荒い展開が予想されます。

米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
新型コロナウイルスの感染拡大を受けた投資家のリスク回避姿勢の高まりと、
各国の経済政策への期待感がきっ抗し、一進一退の展開となったものの、週末
は米国の景気下支え策が好感され大幅に円安米ドル高が進行しました。

円安

円高

３）米国の株式市場
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ニッセイアセットマネジメント株式会社

コールセンター 0120 ‒ 762 - 506（受付時間：営業日の午前9時 ～ 午後5時）

ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者

関東財務局長（金商）第369号
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• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。
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• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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